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１ 現状（学校の分布）

堺聴覚支援学校
（堺市北区）

生野聴覚支援学校
（大阪市生野区）

だいせん聴覚高等支援学校
（堺市堺区）

中央聴覚支援学校
（大阪市中央区）
※大阪市立から移管

大阪北視覚支援学校
（大阪市東淀川区）
※大阪市立から移管

大阪南視覚支援学校
（大阪市住吉区）

視覚⽀援学校 聴覚⽀援学校
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今後における府立視覚支援学校、聴覚支援学校のあり方について 資料１
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将来推計

視覚・弱視

支援学校に在籍する幼児児童生徒数は、直近の１０年間で視覚支援学校は約4割、聴覚支援学校は約3割減少し、今後も人口減
少等に伴い減少。

地域の小中学校の弱視学級・難聴学級の児童生徒数は、今後も各地域に一定の在籍者数が見込まれ、支援学校のセンター的機
能の発揮が今後も求められる。

※将来推計 ： 過去の学齢人口に対する在籍者数の割合を回帰分析し、その傾向と将来の学齢人口推計を用いて算出。

１ 現状（在籍者数の推移と将来推計）

将来推計
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１ 現状（学校施設の状況）

3

 老朽化等により今後の支援教育ニーズに見合った施設設備が十分でない

視 覚 聴 覚

大阪北視覚
（東淀川区）
[旧市立]

大阪南視覚
（住吉区）

中央聴覚
（中央区）
[旧市立]

生野聴覚
(生野区）

堺聴覚
（堺市北区）

だいせん聴覚
（堺市堺区）

明治33年 大正3年 創立 明治33年 大正15年 昭和29年 平成18年

幼・小・中・
高・専

（寄宿舎あり）

幼・小・中・
高・専

（寄宿舎あり）
設置学部

幼・小・中・
高・専

（寄宿舎あり）

幼・小・中
－

幼・小・中
－

－
高・専

61年 10年
築年数

（R6年度末）
34・46・69年 23年 49年 53年

6,948㎡ 7,623㎡ 校舎面積 7,117㎡ 7,559㎡ 10,806㎡ 10,275㎡

8,889㎡ 2,990㎡ 運動場面積 5,530㎡ 2,500㎡ 11,000㎡ 4,547㎡

55人 87人
在籍数
（R7.5/1）

102人 105人 54人 65人

(190人) (230人)
設置基準上
の定員(※)

(250人) (290人) (470人) (610人)

69室 78室
教室数

(普通･特別)
67室 67室 82室 68室

H22地震補強
(外部･内部改修なし)

H25-27改築 備考
敷地内から難波宮の遺
構発見により現地での
建替えは事実上困難。

H12-14改築 H29改修
もと白菊高校から
転用時に改修あり

※在籍者数の増加により慢性的な教室不足が続いている特別支援学校の教育環境を改善する観点から学校教育法第3条に基づき制定された基準（令和３（2021）年文部科学省令第45号）を
用いて、保有する校舎面積から試算した定員人数。



 視覚支援学校では従来の「あん摩マッサージ指圧師・はり師・きゅう師」に加え、より幅広い職業分野での活躍できるよう
聴覚支援学校においても産業構造の変化に対応し、実践的な技術や職業スキルを身に付けるよう
今後の視覚障がい、聴覚障がいのある児童生徒等のキャリア発達を促す教育の充実が求められている。

進路先 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

高等部
本科

専攻科 2 1 2 2 1 1 - 1

大学等 2 1 1 1 - 3 - 2

訓練校等 - - - - 1 - - -

就職 1 1 - - - - 1 -

福祉施設等 13 11 8 9 5 10 8 5

専攻科

大学等 2 - 1 2 2 1 2 -

訓練校等 - - - - - - - -

就職 17 11 17 10 11 14 9 10

福祉施設等 2 6 14 8 4 8 3 3

進路先 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

高等部
本科

専攻科 9 7 7 11 13 8 8 9

大学等 7 10 10 8 5 8 3 2

訓練校等 2 - - - 1 1 2 -

就職 9 7 9 4 11 3 3 1

福祉施設等 4 6 6 3 5 8 3 3

専攻科

大学等 1 - - 1 - - 1 -

訓練校等 2 - - - 1 - - -

就職 10 14 7 5 10 10 13 9

福祉施設等 1 - - - 1 - - 2

職種/卒業年度 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

生産・製造業 12 11 6 3 6 9 7 8

事務 6 9 4 5 7 2 8 2

運搬・清掃等 - - 1 - 5 - - -

その他 １ １ 5 1 ３ ２ 1 -

職種/卒業年度 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

あんまマッサージ指圧師・
はり師・きゅう師

18 12 17 10 10 12 9 9

サービス業 - - - - 1 - 1 -

事務 - - - - - - - 1

その他 - - - - - 2 - -

（上表の「就職」の内訳） （上表の「就職」の内訳）

（人）

（人）

（人）

（人）

視覚⽀援学校 聴覚⽀援学校
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１ 現状（卒業後の進路状況）
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課題課題

 在籍者数の減少によるもの

 集団規模の学びの継続性の懸念

 教員減少による専門性の維持継承の懸念

└弱視･難聴の支援学級等、地域の小中学校で学ぶ児童生徒への支援ニーズへの対応

 多様化する進路希望を踏まえた教育の充実

「府立視覚支援学校、聴覚支援学校のあり方」についての検討が必要な項目「府立視覚支援学校、聴覚支援学校のあり方」についての検討が必要な項目

今後の視覚支援学校、聴覚支援学校におけるキャリア発達を促す教育の充実について

 早期の職業体験機会を創出し、将来の多様なキャリア形成の礎となる教育課程の検討
 海外の学校等との国際交流を進め、グローバルな視点でのキャリア教育
 産業構造の変化に対応した実践的な技術や職業スキルの修得

 専門性を維持しつつ、集団での学びを確保するために必要な学校規模・配置・機能
 地域の支援ニーズに応えたセンター的機能を発揮していくための機能と役割のあり方
 今後の支援教育ニーズに対応した施設設備

在籍者数が減少する中での府立視覚支援学校、聴覚支援学校の役割と機能のあり方について

２ 審議に向けた課題認識
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新時代の特別支援教育の在り方について新時代の特別支援教育の在り方について

※令和３年１月 「中央教育審議会答申」及び「新しい時代の特別支援教育の在り方に関する有識者会議 報告」より抜粋

 特別支援教育は，発達障害のある子供も含めて，障害により特別な支援を必要とする子供が在籍する全
ての学校において実施されるものである。

 少子化により学齢期の児童生徒の数が減少する中，特別支援教育に関する理解や認識の高まり，障害の
ある子供の就学先決定の仕組みに関する制度の改正等により，通常の学級に在籍しながら通級による
指導を受ける児童生徒が大きく増加しているなど，特別支援教育をめぐる状況が変化している。

 障害のある子供の自立と社会参加を見据え，一人一人の教育的ニーズに最も的確に応える指導を提供
できるよう，通常の学級，通級による指導，特別支援学級，特別支援学校といった，連続性のある多様な
学びの場の一層の充実・整備を着実に進めていく必要がある。

【参考】

【基本的な考え方】

特別支援学校のセンター的機能の強化

弱視や難聴をはじめ障害のある児童生徒は小学校等にも在籍しており、こうした児童生徒が専門性の高い指導を受けられる
よう、小学校等に在籍する児童生徒が、在籍する小学校等の教師が同席する中で、特別支援学校の教師のＩＣＴを活用した遠隔
からの専門的指導を受けたり、小学校等の教師が特別支援学校の教師の助言を受けたりする機会を充実させることが必要で
ある。

新たな職域に係る人材育成の強化

ＩＣＴを活用した在宅就労など特別支援学校卒業者の就労先が広がる中、従来の事業所に通勤・通所する形態のみならず、
在宅での労働などの形態についても視野に入れた職業教育、進路指導等が行えるよう、ＩＣＴを活用した職業教育に関する
指導計画・指導法の開発を行う必要がある。また、各特別支援学校においても、企業を巻き込んだ新たな職域に対応した
専門教育や職業教育の充実、遠隔による職場実習の実施が期待される。さらに、個々の児童生徒の持つ適性や才能に気付
き、それを伸長させるような視点をもって指導や支援を充実させていくことが重要である。



３ これからの審議予定

〇 部会スケジュール

（今回の諮問の審議予定）

審議会回数 審議内容

第1回(7月18日）  現状と課題認識

第２回(9月頃）
 在籍者数が減少する中での府立視覚支援学校、聴覚支援学校の役
割と機能のあり方について

第３回(10月頃）
 今後の視覚支援学校、聴覚支援学校におけるキャリア発達を促す
教育の充実について

第４回(11月頃）  まとめ

令和７年12月頃 答申（学校教育審議会）
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